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発行人 栁澤　信夫

　新年度に向けた東京労働局の課題と取り組み

 東京労働局労働基準部長

 　中村　克美

日頃より、東京都産業保健健康診断機関連絡
協議会の皆様には、労働基準行政の推進、とり
わけ、労働者の健康確保対策の推進に、ご理解
とご協力を賜っており、厚く感謝申し上げます。
さて、昨年の通常国会で可決成立した「働き
方改革関連法」のうち、改正労働基準法や改正
労働安全衛生法が、本年４月から順次施行され
ています。改正労働安全衛生法の内容は、大き
く分けて、「産業医・産業保健機能の強化」と
「長時間労働者への面接指導の強化」の２点で
あり、①長時間労働やメンタルヘルス不調など
により、健康リスクが高い状況にある労働者を
見逃さないため、②産業医による面接指導や健
康相談等が確実に実施されるようにし、③産業
保健機能を強化するとともに、産業医の独立性
や中立性を高めることなどにより、④産業医等
が産業医学の専門的立場から労働者一人ひとり
の健康確保のためにより一層効果的な活動を行
いやすい環境を整備するため、⑤産業保健機能
の強化を図るものとなっています。このよう
に、労働者の健康確保を図る上で、産業医や健
康診断機関の重要性がますます高まっていま
す。
東京労働局では、あらゆる機会を通じて、改
正労働基準法・改正労働安全衛生法の周知に努
めていますが、皆様におかれましても、周知に
ご協力をお願いいたします。また、改正労働基
準法・改正労働安全衛生法に関し、不明な点が
あれば、労働局、監督署にお問い合わせくださ
い。
次に、治療と仕事の両立支援についてです。
東京労働局は、昨年、東京都内に本社を置く
上場企業1,843社に対して「病気の治療と仕事
の両立支援」についてアンケートを実施（回収

率37.5％）し、回答のあった企業のうち、「両
立支援に取り組んでいる企業」の割合は52％で
した。一方、取り組んでいない企業の中で、両
立支援に取り組んでいない理由として、「両立
支援制度を知らない」と回答した企業は23.6％
でした。このように、治療と仕事の両立支援に
係る周知が重要であり、引き続き、主治医や企
業・産業医を対象とした「事業場における治療
と職業生活の両立支援のためのガイドライン」
の周知・啓発、働く方と企業・産業医、主治医
をつなぐコーディネーターの養成など、企業・
医療機関・地方自治体等と労働局とのさらなる
連携を図ることを通じて、企業の意識改革・支
援体制の整備等を促進していきます。
次に、第13次東京労働局労働災害防止計画で

す。
東京労働局では、昨年４月から、「Safe 
Work TOKYO」の下、第13次東京労働局労働
災害防止計画を進めていますが、平成30年の労
働災害の発生状況（２月19日現在）は、死亡
者数56人（対前年同時期比＋３人）、死傷者数
9,793人（対前年同時期比＋627人、6.8％増加）
となっています。計画の初年度から労働災害が
増加し、さらに昨年は熱中症による死亡者も発
生しています。東京労働局としましては、労働
災害防止のため、各種対策を進めるなど一層の
努力をしていく必要があると考えています。
これら労働者の健康確保対策を推進するため

には、貴協議会並びに会員の皆様のご協力が必
要です。貴協議会の益々のご発展と、貴協議会
の会員の皆様方のご健勝、ご活躍を心から祈念
申し上げるとともに、引き続き、労働基準行政
の推進に、ご理解とご協力を賜りますようお願
いします。

ハナミズキ
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　記念講演は、プロ野球解説者・読売巨人軍の

堀内恒夫元監督より、「私の野球人生」と題し、

ご自身の半生をお馴染みの堀内節で語っていた

だきました。

　また、研修会に続く懇親会では、木村義雄参

議院議員からご挨拶をいただき、例年を上回る

有意義な研修会となりました。

　

会場いっぱいの参加者

和やかな雰囲気の懇親会

栁澤会長

堀内元監督 木村参議院議員

田村課長

都産健協の研修会が２月22日（金）、後楽園
飯店で103名の参加者をもって開催されまし
た。

現内閣の日本再興戦略の中での第一目標は健

康寿命の延伸であり、それに基づいたデータヘ

ルス計画や、経済産業省が始めた健康経営優良

法人の顕彰制度など、ここ数年、私ども労働衛

生団体に課せられる役割というのは非常に大き

くなってきており、有意義な研修会にしたいと

の栁澤信夫会長の挨拶に続き、来賓の東京労働

局労働基準部健康課の田村三雄課長より、働き

方改革やアスベスト問題、治療と仕事の両立支

援、ストレスチェックなどを始め、実施から１

年が経とうとしている第13次労働災害防止計
画についても、引き続きご協力いただきたいと

のご挨拶をいただきました。

　情報提供としては、都産健協事業部会有所見

率調査解析担当の長濱さつ絵先生（全日本労働

福祉協会）から、「平成29年度職域健康診断有
所見率状況調査の報告」と題して説明がありま

した(詳しくは長濱先生からのご寄稿参照)。
　特別講演は、一般社団法人日本消化器がん検

診学会理事長の渋谷大助先生から「今後の胃Ｘ

線検診について」と題して、平成28年に改訂さ
れた「がん予防重点健康教育及びがん検診実施

のための指針」につき、対象者年齢の引き上げ、

受診間隔が隔年に変更となった点についてご講

演いただきました（詳しくは別項参照）。

東京都産業保健健康診断機関連絡協議会（都産健協）研修会

研修会概要
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東京都産業保健健康診断連絡協議会研修会　特別講演（平成31年２月22日）
「今後の胃X線検診について」

一般社団法人日本消化器がん検診学会 理事長
公益財団法人宮城県対がん協会がん検診センター 所長

　渋谷　大助　先生

最近の対策型胃がん検診のトピックスは、平

成28年にがん予防重点健康教育及びがん検診
実施のための指針（いわゆる指針）の改訂があ

り、その対策型検診のための胃内視鏡検診マ

ニュアルも日本消化器がん検診学会から発表さ

れています。さらに「胃X線検診のための読影
判定区分」というものも発表されました。

がん予防重点健康教育及び検診実施のための指

針（いわゆる指針）の主な改定について

　まず対象年齢が50歳以上に変更になりまし
たが当分の間、40歳以上を対象としても差し
支えないとしています。検診間隔も年１回実施

から２年に１回に変更になりましたが、これも

当分の間、年１回実施でも差し支えないとして

います。問題は対象年齢が、50歳に引き上げ
られて本当に大丈夫なのかということです。こ

れはピロリ菌感染が、40歳代は20％ぐらいで、
それによる胃がん？罹患率の減少が認められ、

50歳に引き上げるのはある程度仕方がないと
ころです。また検診間隔が２年に一度で本当に

大丈夫なのかということで、宮城県対がん協会

における検診発見がんを調べてみましたが、早

期がんの比率からみると、隔年では初回検診並

みになります。このデータは、日本消化器がん

検診学会の全国集計とも同様、隔年にすると早

期がん発見率、進行がん発見の割合が初回検診

者とまったく同じになりますので、検診間隔を

２年にして本当に大丈夫なのかと思います。内

視鏡検診は、隔年でも早期がん発見の比率の低

下は認められていません。内視鏡検診は精度も

高いですが費用も高いので隔年でも良いのかも

しれませんが、X線検診は毎年行ったほうが良
いのではないかと思います。　

胃がん検診の精度管理

スクリーニング検査の精度、これは感度・特

異度、陽性反応適中度です。それから検診プロ

グラム（システム）の精度を考えなければいけ

ません。検診システムの感度はスクリーニング

検査の感度×精検受診率×精密検査の感度で

す。精検受診率や結果把握の精度によって検診

の感度は大きく変わります。

逐年発見胃がん（次回検診発見胃がん）を偽

陰性とすべきかどうかは問題なのだと思いま

す。逐年発見進行胃がんは増加していますが、

同じ初回で発見された進行胃がんよりは、逐年

発見で１年前に異常なしとして発見された進行

胃がんの方が、予後が若干は良いのです。欧米

ではこれは検診で発見されたがんなので、見逃

しにはなりません。同様の理由で本当は偽陰性

とするべきではないと思います。しかし、わが

国の胃がん検診は逐年発見進行胃がんでも５年

生存率が75％と早期がんに比べると悪いので、
そういう意味では、逐年発見進行胃がんは偽陰

性とするのは妥当かというのが、以前論文にし

た我々の結論であります。検診の間で偶然発見

される早期胃がんは偽陰性とすべきかですが、

やはり５年生存率の検討からは、たまたま検診

で見つかっただけで不適当で、少なくとも見逃

しと言うべきではないと思います。X線による

研修会特別講演
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胃がん検診の偽陰性は１年以内に診断された進

行胃がん＋逐年発見進行胃がんというのが我々

の定義ですが、学会で統一されているわけでは

ありません。内視鏡による胃がん検診の偽陰性

の定義は定まっていませんので、今後内視鏡検

診が始まったときにどうするかです。２年以内

に診断されたすべての胃がんにするべきなの

か、あるいは進行胃がんに限るのか、このあた

りも目的によって変わっていくのだろうと思い

ます。

「胃Ｘ線検診のための読影判定区分」について

　胃がんの発生リスクとピロリ菌感染との関係

が明らかになったことと、ピロリ菌感染胃炎に

対する除菌療法が保険で認められたことで、受

診者への情報提供のためにも、画像によるピロ

リ菌感染診断を新しい胃X線読影診断基準・管
理区分に取り入れるべきということで診断基準

ができました。ピロリ菌感染診断は、除菌例を

除けば感度が94％、特異度が98％と非常に精度
が高いです。発見がんの60％が不確実所見（カ
テゴリー３b）、７％が良性判定所見（カテゴ
リー３a)で発見されています。カテゴリーの悪
性度が上がるにつれて陽性反応的中度は上昇し

ます。未感染相当と判定されたカテゴリーから

の発見がんは非常に少なく、ピロリ菌除菌例で

は発がんのリスクが半分ぐらいになり、胃X線
検診のための読影判定区分はかなり有用である

と思います。背景胃粘膜診断が導入され、胃炎

の通知と除菌に関する情報提供が行われるよう

になり、他施設や読影医間の要精検率、陽性反

応的中度を比較することができるようになりま

した。減少するX線読影医の負担を軽減するた
めに、読影の補助を担える放射線技師の認定に

利用できるのではないかと考えています。

胃Ｘ線検診の将来　

学会では、読影の補助を担える放射線技師

の認定制度の発足を目指しております。過去

に、画像診断の読影補助が話題に出ておりまし

たが、再び注目されています。以前より絶滅

危惧種と言われておりましたX線読影医が胃
内視鏡検診の導入によってレッド・リストに入

り、医師による胃X線画像のダブルチェック
は実質的に不可能になってきていますが、放射

線技師による一次読影は医師法違反の可能性が

あり、ハードルが高いと見なければなりませ

ん。技師による読影は駄目なのですが、技師が

読影の補助を行い、一定の条件を満たせば医師

によるダブルチェックなしでも良いのではと考

えております。条件として、読影医は日本消化

器がん検診学会の認定医にして、指定の講習な

いしは試験を受けた専門技師が撮影をして、プ

レリーディングを行って、医師が読影しやすい

画像の提出とレポート提出があれば、ダブル

チェックは不要であるとしたほうが現実的であ

り、医師の負担を軽減することができるのでは

ないかと考えております。

胃内視鏡検診の課題

課題としては、内視鏡検査医不足、精度管

理、またデータベース機能を有した精度管理セ

ンターの不在もあります。今後は、遠隔診断が

必要であると思っております。過去画像との比

較は内視鏡だけではなくて、Ｘ線画像も含めて

行い、それをリスク評価とリンクさせてコー

ル・リコールにつなげようという計画をしてお

ります。平成31年から、仙台市で胃内視鏡検診
が始まりますが、われわれの施設内に情報管理

のデータベースを作り、Ｘ線画像、内視鏡画像

もすべてコンピュータで一元化し、最終的には

内視鏡学会に症例登録（JED）をしたいと思い
ます。厚労省としては、医者のスキルを把握す

るために、内視鏡をしたすべてのデータを症例

登録するということを将来的に考えているとこ

ろです。この制度化が今後は必要になってくる

のではないかと考えております。

これからの胃がん検診のあり方

　除菌歴も含む患者情報、Ｘ線画像というもの

は、検診機関横断型の総合テータベースを構築

して、それに基づいた成績、治療結果、偶発症

の集計、画像評価とフィードバック、受診率対

策というものを作っていく必要があると思って

おりますし、胃Ｘ線に関しては本学会の専門技

師による読影の補助が導入されると思っており

ます。
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平成29年度の「有所見率調査結果」を報告いた
します。東京都産業保健健康診断機関連絡協議会

では、所属する健診機関を対象に毎年、受診者の

性年齢別、企業規模別、業種別に有所見率を調査

しています。平成29年度は46機関を対象に、聴力
（1000Hz、4000Hz）、胸部レントゲン、血圧、貧血、
肝機能、血中脂質、血糖またはヘモグロビンA１c、
尿糖、尿蛋白、心電図、BMIの各検査の有所見率、
11検査のいずれかで所見があった人の割合、腹囲
の有所見率の13項目について調査しました。

有所見率の性差

性年齢別有所見率調査は18機関が参加し、過去
最大の対象者（男性約170万人、女性110万人、合
計280万人）のデータを集計しました。所見があっ
た人の割合は男性61.7%、女性 50.0%と男女とも
に半数を超えました。各検査ごとの有所見率は胸

部レントゲン検査と心電図検査では平成29年度の
全国平均と比較して低く、貧血検査で高い傾向を

認めました。

規模別、業種別有所見率

規模別有所見率調査は６機関が参加し、男性64
万人（50人未満の事業所27万人、50人以上の事業
所37万人）と女性35万人（50人未満の事業所14万
人、50人以上の事業所21万人）のデータを集計し
ました。男女とも、所見のあった人の割合は50人

「平成29年度職域健康診断有所見率状況調査の報告」
一般財団法人全日本労働福祉協会

都産健協事業部会 有所見率解析担当
医学博士　長濱　さつ絵

研修会報告会

未満の事業所で高くなりましたが、腹囲と肥満度

の有所見率は50人以上の事業所で高い傾向を認め
ました。業種別調査は８機関が参加し、男女併せ

て138万人と、私が解析を始めた平成24年度（43万
人）の３倍に近いデータを集計しました。解析対

象となった４業種（製造業、建設業、運輸業、商業）

の中で、所見のあった人の割合が最も高い業種は、

男性で34歳以下：建設業、35歳以上：運輸業、女
性では全年齢とも運輸業でした。

本調査の重要性

職域の健康診断の有所見率を男女別、年齢別に

詳細に報告している本調査は、本邦において大変

貴重なデータです。来年度はさらに、業種に着眼

し調査を行っていく予定です。ご協力をよろしく

お願いいたします。
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新しい風疹定期接種制度における健診機関の役割

筑波大学医学医療系国際社会医学研究室 助教
医学博士　堀　　愛

2019年から、これまで風疹の予防接種を一
度も受けたことのない成人男性を対象に、健康

診断（健診）の場で風疹抗体検査をしてから予

防接種を提供するという、風疹の新しい定期接

種制度が施行されました。本稿では、新制度の

概要と、健診機関に期待される役割を述べま

す。なお最新情報は、厚生労働省ホームページ

「風疹の追加的対策について」を随時ご確認く

ださい。

１．なぜ今、風疹定期接種なのか

風疹は予防接種による“集団免疫の獲得”で

排除できる感染症ですが、わが国では予防接種

の機会がなかった成人男性を中心に周期的な流

行を繰り返しており、2020年オリンピックパ
ラリンピック開催国として、早急な対策が求め

られています。風疹は、南北アメリカ大陸では

すでに10年前に排除されていますが、排除でき
た秘訣は、成人を対象としたサッカー場等での

無料予防接種キャンペーンでした。そこでわが

国でも、2019年から３年間、成人男性を対象と
した定期接種制度が新設され、「2020年７月ま
でに対象世代の男性の抗体保有率を85%、2021
年度末までに90%に引き上げる」ことが目標と
なりました。

２ ．新しい定期接種制度における健診機関の役
割

今回の定期接種制度では、昭和37年４月２
日から昭和54年４月１日の間に生まれた男性
を対象に、まずは無料の風疹抗体検査を提供

し、抗体価が低い対象者に対して無料の予防接

種が提供されます。忙しい世代の男性が、健診

や、職場近くの医療機関で受診できるように、

以下の仕組みが整えられます（厚生労働省ホー

ムページ医療機関・健診機関向け手引き(第１
版)）。健診機関や医療機関は、全衛連や医師
会など、とりまとめ団体へ委任状の提出を通し

て、定期接種の実施主体である市町村と集合契

約を行います。費用請求・決済事務は、各都道

府県の国民健康保険連合会（国保連）および国

保中央会が代行します。つまり事業者を介さず

に、健診で市町村主体の抗体検査を提供する仕

組みです。この仕組みにより、４月以降、市区

町村から配布される受診票（クーポン）を持っ

て受診した対象者に、風疹抗体検査や予防接種

を実施することになります（図１）。抗体検査

の結果は、受診票に検査方法、抗体価、単位を

記載し、報告・費用請求します。なお必ず、厚

生労働省ホームページ掲載の統一の受診票ない

し予診票を用いることとされています。

○ 労働者等に対しては、事業所健
　診等の機会を活用

市区町村

クーポン券
配布

抗体検査
結果報告

被用者

事業所健診

医療機関

＊医療機関 ・ 健診
　機関と連携

※抗体検査と予防接種の実施機関が
同一の場合もある

※

※抗
体
検
査

予
防
接
種

図１　健診での定期接種の仕組み

３．事業所に対して風疹対策の啓発が必要

現状では、一部の事業所では従業員に抗体検

査や予防接種の呼びかけを行ったり、費用補助

を行ったりしているものの、多くの成人男性

や事業所は風疹対策に関心を持っていません。

トピックス
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「風疹は子供の病気」「わが社には女性が少ない

から関係ない」、という誤った思い込みから、

風疹感染の当事者は成人男性であることが、盲

点になっているようです。そこで、健診機関か

ら事業所に風疹対策を提案するポイントを２つ

挙げます。

（ポイント１）健診を活用することが、集団免

疫を獲得するチャンス

健診を活用した定期接種で、集団免疫を獲得

すれば、職場の風疹流行のリスクを回避できま

す。さらに進んだ対策を行いたい事業所には、

女性や定期接種世代以外の従業員にも、健診や

入職時、そして海外渡航時など様々なタイミン

グでの風疹抗体検査を提案することで、集団免

疫を獲得することができます。また、同じ麻疹

風疹混合ワクチンで予防できる麻疹抗体検査を

提案するのも良いと思います。

（ポイント２）予防接種の機会も提供する

抗体検査をしただけでは意味がありませんの

で、風疹予防接種を受けやすい仕組みとして、

巡回診療での予防接種を提供する、インフルエ

ンザワクチンとの同時接種を提供するなどの

方法があります。なお、職場での予防接種は、

「巡回診療の医療法上の取り扱いについて」（昭

和37年６月20日医発第554号厚生省医務局長通
知）、同時接種については、「定期接種実施要領」

（平成31年２月１日改正）に則り、実施が可能
です。ワクチン在庫について厚生労働省は、成

人の定期接種用に増産しており、十分供給でき

る見込みとのことです。

現在、厚生労働省は、人気アニメ映画「シ

ティーハンター」のポスターを作成して、健診

の機会を活用した抗体検査を訴えていますが、

それだけでは行動につながりません。風疹対策

は、健診機関がいかに抗体検査/予防接種の機
会を提供するか、にかかっているといえます。

平成30年11月１
日（木）、東京労

働局、公益社団法

人東京労働基準協

会連合会、東京産

業保健総合支援セ

ンター主催による

「産業保健フォー

ラムIN TOKYO 2018」が、ティアラこうとう
（江東区住吉）で開催されました。事業者、労

働者はもとより産業医、保健師等、産業保健に

携わる方々への情報発信、意見交換の場として

毎年、開催されております。今回の参加者数

は、一般参加の方も含めて932名の方が来場さ
れ、“「いきる」、「はたらく」、私たちの今と未来” 
をテーマとして、働き方改革と健康経営に関す

る講演会、事例発表のほか、健康確保のための

各種相談コーナー、展示コーナー等が開設され

ました。

冒頭、東京労働局長 前田芳延氏による開会挨
拶がありました。前田労働局長は、挨拶の中で

今回のフォーラムでは、働き方改革の重要テー

マである『病気の治療と仕事の両立支援』及び

産業保健フォーラム IN TOKYO 2018

いきる・はたらく　～私たちの今と未来～

局長挨拶

基調講演　木谷先生
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『ストレスチェッ

ク結果の活用』を

重点課題として

いると報告があ

りました。病気の

治療をしながら

仕事をする方が

増加している一

方で、職場の理

解・支援不足によ

り、困難を抱え

ている方が多く

存在しているこ

ともあり、厚生労

働省において「両

立支援のための

ガイドライン」が

策定されるなど、

社会全体で両立

支援の仕組み作

りが必要とされ

ていると述べら

れました。

特別講演では、

県立広島大学経営専門職大学院教授の木谷 広
先生より、「働き方改革」としての「病気の治

療と仕事の両立支援」について講演がありまし

た。木谷先生は大手企業で20年以上モーレツ社
員として働いた経験を踏まえ、平成28年２月に
公表された「治療と職業生活の両立支援ガイド

ライン」の作成に携わり社会に発信しておりま

す。両立支援を行うためには会社の意識改革と

受入れ体制の整備が重要であると述べられ、企

業と労働者の支援については労働者健康安全機

構と連携して「両立支援コーディネーター養成

事業」を展開している旨説明がありました。

午後からの事例発表では、三井化学㈱袖ヶ浦

センター健康管理室の楠本真理保健師による、

「企業の風土に合わせて発展させる産業保健活

動について」の報告がありました。報告の中で

楠本氏は、集団全体へ働きかける「ポピュレー

ションアプローチ」が重要であり、職場環境に

あった活動を行い「評価」と「ブラッシュアッ

プ」を継続することが重要と述べられました。

日々の地道な活動が「健康経営」への近道であ

ることも報告されました。

ブレイクタイムでは、産業保健フォーラム恒

例のリフレッシュ体操の指導がありました。今

回も、東京都予防医学協会ヘルスケアトレー

ナー佐藤 義久氏によるリフレッシュ体操等、
いつでもどこでもできる体操を教えていただき

ました。佐藤 義久氏のユーモア溢れる話術と
説得力ある説明で、参加者は大いにリラックス

できました。

二つ目の事例では、中央労働災害防止協会 
健康快適推進部 研修支援センター 副所長 浜
谷 啓三氏による「ストレスチェック結果のメ
ンタルヘルス教育及び職場環境改善への活用」

と題して、事業所における事例発表がありまし

た。

昨今では高ストレス者以外にもメンタル不調

者が増加しており、職場別・年代別でも健康リ

スクに特異性があることを取り上げ、取り組ま

れた事例とその評価・改善方法について報告さ

れました。職場環境改善については、集団分析

結果にこだわりすぎないようにして、多くの従

業員が参加できるような施策が効果的であると

述べられました。

ホール全景 展示コーナー

木谷先生

楠本先生

浜谷先生
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【概要】

当財団は昭和53年、東京都目黒区に労働大臣
認可の下設立されました。その後、昭和55年に
は東京都渋谷区に本部を移転するとともに、附

属聖仁会診療所を開設しました。

その後、平成25年４月に一般財団法人に移行
しました。設立以来、健康診断を通じて皆様の

健康維持・管理をお手伝いしてまいりました。

【健診事業】

巡回健診は私共の主力業務で、東京都内の他、

神奈川、山梨、兵庫、福岡に支所を開設してお

り、提携の医療機関と併せて全国エリアをカ

バーしております。健診内容は、一般企業が実

施する法定健診や、健保補助を加えた生活習慣

病予防健診、健保主催の家族健診、工場での各

種特殊健診、学校健診、官公庁様の健診など幅

広く対応しております。

施設健診は、昭和55年に渋谷駅近くで附属
聖仁会診療所を開設して以来、約38年間にわた
り健診を実施してまいりましたが、渋谷駅周辺

の都市開発に伴い、平成30年10月に渋谷区道玄
坂に移転しました。これを機に規模を拡大、胃

内視鏡は専用の部屋を設けたほか、マンモグラ

フィによる乳がん検診、医師採取による子宮頚

がん検診も実施できる体制を整えました。

【公益活動】

公益活動として、大学と連携して労働衛生関

連の研究を行うほか、年に２回のペースで公益

セミナーを開催し、企業のご担当者、医療従事

者等多くの方にご参加いただいております。直

近では、本年１月22日に「メンタルヘルス推
進担当者のためのストレスチェック活用セミ

ナー」を開催し、好評をいただきました。

【最後に】

現在の日本は、急速に進む少子高齢化とワー

クスタイルの変化によって、予防医学の重要性

が更に増すと同時に顧客ニーズも多様化してお

ります。また、各種の技術革新も加速する中、

これらにしっかりと対応していく事が急務と考

えられます。

　私共は、長年培ってきた各種健康診断実施の

ノウハウを主軸として、ストレスチェックや産

業医業務など関連業務を含めた幅広い産業医学

サービスを、皆様のご要望に合わせてご提供で

きるよう、日々努力しております。

予防医学の実践と研究で社会の発展に
貢献

一般財団法人産業保健研究財団

会員機関紹介

レントゲン車

関連して東京労働局による「働き方改革関連

法」について政府の取組状況についての説明が

ありました。

展示ホールでは、東京産業保健総合支援セン

ターによる「治療と就労の両立支援」等に関す

る相談コーナー、全国健康保険協会東京支部に

よる健康測定コーナー（血管年齢）が設けられ、

併せて当協議会（都産健協）ほか全衛連東京都

地区協議会の協力による健康測定・健康相談が

行われ、終日、多くの来場者で賑わっておりま

した。中でも健康測定コーナー、健康相談コー

ナーで健康測定結果に基づく保健指導を熱心に

受けられている相談者の様子から、健康への関

心の高さがうかがわれました。

少子高齢化が進み、働き方改革が叫ばれる

中、「治療と就労の両立支援」、「ストレスチェッ

ク制度の導入」等、従業員の健康増進への取組

が重要となっております。健康経営の関心が高

まる中で、このフォーラムが契機となり多くの

成功事例が発表されることが期待されておりま

す。
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ご利用いただいております。女性の気持ちに寄

り添い、安心して自分の身体と向き合える場所

を提供し、専門の医師による診断・治療を行っ

ております。

　巡回部門では、企業・学校のお客様の希望に

沿った健康診断を実施できるように、様々なプ

ランをご提案させていただいています。ご希望

内容を担当者が細かく確認し、実施が難しいと

思われる場合でも、『出来ない！』と結論づける

のではなく、『どのようにすれば出来るのか？』

を検討・提案し、健診の実施に努めております。

担当者は、打合せ時だけではなく、健康診断の

実施はもちろん、結果報告、請求が終わるまで、

全ての工程で責任を持ち対応しています。これ

により、ダイレクトにお客様の声を聴くことが

できるので、迅速な対応につながっています。

　綜友会で健康診断や診療を受診したいと思っ

ていただけるような医療機関を目指し、これか

らも努力を怠らず、勇往邁進して行きたいと思

います。

新宿野村ビルメディカルクリニック

私たちは「多くの糸を束ねてひとつにする」

という意味を持つ「綜」の字に、現代医学・現

代科学に精通した人材・技術・頭脳を結集し、

病気の予防と早期発見、治療に取り組むという

理念を込め「医療法人財団 綜友会」と名づけま
した。

綜友会は30年以上にわたり、学校・企業・官
公庁における健康診断をはじめ、地域の集団検

診・企業などの巡回健診など各種の健康診断を

行ってきました。全ての力を結集して僅かな信

号を見落とさず、一人の健康を守ること、一つ

の命を救うことができるなら…それが私たち綜

友会の共通の目標であり最大の願いです。

　また、当法人では、第二臨海クリニック（江

戸川区）と高戸橋クリニック（新宿区）の２ヶ

所のクリニックを運営してきました。地域に寄

り添い、各種健康診断はもちろん、診療や区民

健康診断などで皆様の健康をサポートしてきて

おります。そして、2017年９月１日に、新たな
クリニック、『新宿野村ビルメディカルクリニッ

ク（新宿区）』を開院し、人間ドックを中心と

した予防医療と、近隣の企業にお勤めの方やお

住いの方のかかりつけ医としての役割を担わせ

ていただいております。綺麗で落ち着いたクリ

ニック内には、内視鏡室やCT検査室の他に、
女性専用待合室を備えております。女性専用待

合室は、健康診断受診時のご利用はもちろんの

こと、外来での婦人科・乳腺外来の受診時にも

予防医学の実践を通じて…

医療法人財団綜友会

会員機関紹介
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NKメディコ株式会社は東証一部上場のノー
リツ鋼機グループの医療分野におけるコーポ

レートベンチャーです。2010年設立後、2012
年に脳梗塞・心筋梗塞発症リスク検査「LOX-
index®（ロックスインデックス）」を上市し、
現在では人間ドック・健診での活用を中心に

1,500を超える健診機関様・医療機関様に検査
をご導入いただいております。

＜LOX-index®の広がり＞
　「LOX-index®」は主に人間ドックや健康診
断の際のオプション検査として受診されてい

ます。2018年度においては受診者数約８万人、
2018年12月末時点での累計受診者数は20万人
を突破いたしました。都産健協会員施設様にお

いても半数を超える施設様にてご活用いただい

ております。最近では、企業や健康保険組合、

業界団体等においても生活習慣病の重症化予防

のための検査としても活用され、注目や認知が

広がりつつあります。

　また、研究領域における連携も強化してお

り、直近では国立精神・神経医療研究センター

より測定物であるsLOX-１が新生児低酸素性
虚血脳症の早期発見につながる有効なバイオ

マーカーである可能性が報告されています。

＜予防医療の更なる浸透のために＞

　弊社では主力検査である「LOX-index®」以
外にも軽度認知障害のリスクを判定する「MCI
スクリーニング検査」や、健康診断データから

カラダの年齢を算出する「健康年齢®」、すい

臓がん早期リスクマーカー「Prodrome-PAC
（プロドローム-ピーエーシー）」等のサービス
も展開しており、今後も拡充していく方向で

す。

＜新たな予防医療の実現を目指して＞

　NKメディコでは、これからも予防医療を世
の中に広く浸透させ、「医療費の増加」や平均

寿命と健康寿命の差がもたらす「介護負担の増

加」といった現代医療が抱える構造的な課題の

解決を目指すべく、医療機関を始め様々なス

テークホルダーと共に推進してまいります。

　これまでと変わらぬご支援、ご指導を賜りま

すよう、何卒よろしくお願い申し上げます。

事務局ニュース

 都産健協事務局　二階堂　靖彦
《平成31年度定期総会開催について》
　現在会員各位にご案内中ですが、平成31年度
定期総会を４月12日（金）15時から文京区民セ
ンターにて開催いたします。今回の講演は、「予

防接種法改定による風疹の抗体検査と予防接種

（仮称）」と題して国立大学法人筑波大学 医学
医療系 福祉医療学分野 助教医学博士　堀　愛
先生にご登壇頂きます。また情報提供として、

【予防医療の「今」と医療機関による先進的な取

り組み事例のご紹介】と題して、賛助会員であ

る株式会社NKメディコ 代表取締役 富永 朋様
にご登壇頂きます。会員各位のご参加をお願い

いたします。

「治す」から「防ぐ」医療へ

NKメディコ株式会社

賛助会員機関紹介
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